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1.1 将来ビジョン 

 

（１）地域の実態 

（地理的特性・人口動態） 

本市は大阪府の北東部にあって、大阪市と京都市のほぼ中間に位置している。さらに、

鉄道網（ＪＲ・阪急）が充実している利便性の高さから、昭和 40 年代の高度経済成長期に、

大阪・京都のベッドタウンとして、10 年間で約 20 万人の人口が増えるという人口急増期を

経て、近年は横ばい状況から緩やかな人口減少傾向で 35 万人台の人口で推移している。 

 

    

（産業構造） 

平成 28 年経済センサスによると、本市の事業所数を産業別にみると、第１次産業の事

業所数は 15 事業所、従業者数は 77 人、売上金額は 8 億 7,000 万円、付加価値額は 2 億

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  

【高槻市概況】 

面積 105.29  ｋ㎡ 

人口 352,496 人 

世帯数 159,956 世帯 

生産年齢人口比率 58.43％ 

高齢化率 28.85％ 

住宅数 159,880 戸 

事業所数 9,320 

※平成 30 年 12 月末日現在 

住宅数は平成 25 年 1 月 1 日現在 

事業所数は平成 28 年 6 月 1 日現在 
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4,500 万円、第 2 次産業の事業所数は 1,169 事業所、従業者数は 16,965 人、売上金額は

3,959 億 9,100 万円、付加価値額は 1,078 億 8,800 万円、第 3 次産業の事業所数は 8,136

事業所、従業者数は 8 万 5,891 人、売上金額は 9,275 億 3,800 万円、付加価値額は 3,846

億 9,200 万円となっている。 

 

（地域資源） 

 ＜強みとなる資源＞ 

●「新名神高速道路」の供用開始 

名古屋市から神戸市に至る新たな高速道路として整備されており、平成 29 年 12 月に高

槻ＪＣＴ～川西ＩＣ間が開通、平成 30 年 3 月に川西ＩＣ～神戸ＪＣＴ間が開通した。あわせて、

高槻インターチェンジも開設され、各地へのアクセス時間が短縮され、平成 35 年度に予定

されている高槻以東区間の開通により、更に利便性が高まる。 

●ＪＲ高槻駅への特急列車の停車 

ＪＲ高槻駅から大阪駅は最短 15 分、京都駅へは最短 12 分と交通利便性の高い都市で

あったが、さらに、平成 28 年 3 月に京都と関西国際空港を結ぶ特急「はるか」が、また、平

成 29 年 3 月には大阪から北陸を結ぶ特急「サンダーバード」が停車することとなり、鉄道を

利用したより広域からの交通アクセスが向上することとなった。 

●「安満遺跡公園」の開園 

ＪＲ高槻駅、阪急高槻市駅から徒歩圏内に、弥生時代の安満遺跡を保存・活用しなが

ら、緑豊かな公園を整備している。安満遺跡は「居住域」「生産域」「墓域」の３つの要素が

すべて確認できる全国で唯一の遺跡であり、整備する公園内には、歴史のガイダンス施設

や子ども向けの遊びの屋内施設等を設置するとともに、多彩なイベント等ができる空間を

整備する予定。平成 31 年 3 月 23 日に一次開園、平成 33 年に全面開園を予定している。 

●城跡公園再整備・市民会館建て替え 

平成30年度から老朽化した市民会館の建て替えに着手し、新たに整備する新文化施設

（1,500 席の大ホール、小ホール、スタジオなどで構成）が立地する城跡公園全体について

も再整備を実施している。計画地は高槻城の跡地であり、かつての堀を公園計画で表現

するよう検討するなど、城下町の趣を感じさせる空間整備を進めている。また、隣接する歴

史博物館「しろあと歴史館」でも高槻城に関する特別展を行うなど、今後さらに、芸術や歴

史などの集客拠点としての魅力が高まることとなる。 

●学術機関の立地 

昭和初期から大阪医科大学や京都大学の研究施設が立地し、その後、平安女学院大

学、関西大学、大阪薬科大学が進出するなど、学術機関が集積している。 

これらの学術機関は、公開講座などによる市民への知的資源の還元を行うとともに、地

域の課題解決に市や地域と協働して取り組むなどまちづくりにも貢献している。 

●充実した医療 
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本市には、高度医療を担う特定機能病院である大阪医科大学附属病院や救命救急セ

ンターである大阪府三島救命救急センターを始め、基幹的な役割を担う病院が多く立地し

ている。そのため、医療機関が連携し、日常の健康管理から救急医療、高度医療までを一

貫して受けることができる環境が整っている。 

また、入院や手術を要する患者に対応する二次救急医療機関が多く立地するとともに、

大阪府三島救命救急センターと高槻市消防本部が連携して、救急車に医師が同乗する特

別救急隊（ドクターカー）を運用し、高度な救急業務を行うなど、救急医療体制が充実して

いる。 

●企業の立地 

本市には、道路輸送に依存した内陸型の最終消費財生産部門の企業が多く立地し、医

食健康関連の大規模な製造工場のほか、産業向け設備を主力とする企業も数多く立地し

ている。また、周辺にリーディング企業が多く立地し、関連する比較的小規模な電気機器、

機械器具、金属製品、化学、食品工業等の事業所が多数立地している。さらに、企業の研

究施設も数多く立地しており、産学官連携の取組を積極的に推進できる環境が整ってい

る。 

  

（今後取り組む課題） 

 全国的に人口減少が進行する中、本市においても、国の推計と同様の推移で人口が減

少すると推計されており、約 40 年後には人口はピーク時の 3 分の 2（24.5 万人）、高齢化率

は 40％近くまで上昇すると推計されており、生産年齢世代の人口増加と高齢者を中心とし

て健康寿命の延伸に向けた取組が必要である。 

特に、昭和 22 年から 24 年生まれのいわゆる団塊の世代の人口は約 1 万 8千人（総人

口の約5.2％）で、これらの方々が70歳を迎える中、社会で活躍できる人的資源となる取組

を進めることも必要である。 
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（２）2030 年のあるべき姿 

【2030 年のあるべき姿】 

平成 28 年 1 月に、本市は「高槻市みらいのための経営革新宣言 ～フューチャープログ

ラムの実行～」（以下「宣言」という。）を発出し、20 年後、30 年後の本市の未来を見据え、

「強い財政をつくる」、「強い組織をつくる」、「輝く未来をつくる」ための改革に取り組むことを

宣言し、附属機関である高槻市みらい創生審議会からの答申を踏まえ、平成 29 年 9 月に

『「高槻市みらいのための経営革新」に向けた改革方針』を策定した。 

 改革方針は、基本テーマを「市民が健康で活き活きと暮らすことができ、誰もが住みやす

いと思える高槻市を目指す。」とし、4項目の基本的な考え方の１つとして、「未来志向の魅

力あるまちづくり」を掲げ、『厳しい財政状況が見込まれる中にあっても、明るい未来を創生

することが必要であり、そのためには医療の充実や健康寿命の延伸に向けた取組、次世

代への投資、観光の振興など、魅力あるまちづくりの推進を念頭に入れ、取組を進めま

す。』としている。 

 こうした考え方を踏まえ、2030 年のあるべき姿を、次のとおり設定している。 

 

１ 健康寿命日本一のまち 

 健康寿命の延伸に向けて産学官が連携した調査研究と実践、健康に対する市民意識の

醸成により、高齢化率が 30％を超える状況にありながらも、健康寿命日本一が実現してい

る。 
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２ 教育先進都市 

 
全国に先駆けて実施している小学校全学年での 35 人学級編制など、将来を見据え先進

的に取り組んできた教育環境の充実に向けた施策を更に発展させ、ＡＩ等の積極的な活用

など、これからの時代を見据え、子ども達がより効果的に学習できる環境を整備し、子ども

達が意欲的に学ぶ教育水準の高いまちが実現している。
 

 

３ 産業集積都市 

 
超高齢社会を見据え、大阪・京都のベッドタウン・住宅都市としての側面は残しつつ、高

槻の持続的な発展を支える先端産業や観光産業が定着し、産業集積都市として成長し続

けるまちが実現している。また、観光の契機となる 2020 年の東京オリンピック・パラリンピッ

クや、2025 年の大阪・関西万博等への積極的な関わりを通じた観光産業の発展も実現し

ている。
 

 

４ 安全・安心なまち 

 
平成 30 年の大阪府北部地震や台風第 21 号における教訓を踏まえ、新たに策定する国

土強靭化地域計画に基づき、環境面に配慮したハード整備、ソフト面を組み合わせた様々

な取組を推進するとともに、市民による共助の取組が促進されることで、事前防災・減災の

取組が充実し、災害への備えが充実した、安全・安心なまちが実現している。
 

 

 

（３）2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

8.3 

8.9 

 

9.2 

9.5 

指標：人口の社会増減数 

現在：  

-310 人 

（2013～2017 年の 5 年平均） 

2030 年： 

プラスに転じる 

（2026～2030 年の 5 年平均） 

指標：年間商業販売額 

現在（2016 年）： 

5,550 億円 

2030 年： 

5,853 億円 

名神・新名神高速道路の高槻ジャンクション・インターチェンジの開通（平成 29 年）、新名

神高速道路の全線開通（平成 29 年：高槻～神戸間、平成 35 年度：高槻～八幡間）により、

本市の交通環境は飛躍的に向上し、企業の投資環境が整ってきていることから、この機を

逸することなく、本市の将来の発展の礎となる取組を進める。
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地域計画の策定と関連計画の改定を行うことにより、事前防災・減災の取組、市民の防災

意識が向上し、災害への備えが充実した、安全・安心なまちが実現している。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.9 

 

 

7.2 

 

 

11.a 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.5 

 

 

13.3 

 

 

15.1 

 

指標：新エネルギーの導入 

現在（2010 年）： 

創エネ、省エネによる

電力消費量 2％ 

2030 年： 

創エネ、省エネによる

電力消費量 35％ 

指標：リサイクル率 

現在（2014 年）： 

19％ 

2030 年： 

24％以上 

たかつき新エネルギー戦略

※１

に掲げる 3 つの基本方針（「エネルギーの地産地消の推

進」、「多様なエネルギーの普及促進」、「グリーンイノベーションの実現」）に沿って、「創エ

ネ」「省エネ」の取組が進められ、環境に配慮したまちづくりが実現している。
 

 本市においても、このようなエネルギー政策を巡る情勢の大きな変化等を踏まえ、現行

の行政計画を基本としながらも、安全・安心・安定した市民生活や社会経済活動に必要な

エネルギー供給基盤を確保するという視点に立ち、再生可能エネルギーの普及促進、代

替エネルギーへの転換、省エネの推進について、今まで以上にわかりやすく、計画的かつ

スピード感をもって、積極的な施策の推進を図る。 

 

※１ 平成 24 年 10 月策定 

   ＜基本方針＞ 

・エネルギーの地産地消の推進（エネルギー自給率の向上、都市防災力の向上） 

・多様なエネルギーの普及促進（再生可能エネルギーの導入拡大・代替エネルギーへの転換） 

・グリーンイノベーションの実現（低炭素社会、循環型社会、自然共生社会の構築） 

 

※ＫＰＩの指標及び目標値は、今後策定する計画等を踏まえ見直しを行う場合があります 
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1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

    

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

 

① 健康寿命日本一のまち 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

3.8 

 

指標：健康寿命の延伸 

現在（2015 年）： 

大阪府内で男性２位、女性 1 位 

※人口１３万人以上の市 

2021 年： 

大阪府内で男性１位、女性 1 位 

※人口１３万人以上の市 

現在（2015 年）： 

平均寿命 

 男性 81.46 年、女性 87.92 年 

健康寿命 

 男性 80.25 年、女性 84.93 年 

2021 年： 

平均寿命の増加分を上回る健

康寿命の増加 

健康寿命の延伸に向けて市民展開している「ますます元気体操」や「健幸ポイント事業」

の取組を通じ、地域の実情に応じた効果的な介護予防の取組を推進し、社会参加の促進

を図る。 

高槻商工会議所・大阪医科大学と連携し、市民参加のもと、同大学が取り組むオーラル

ケア、食習慣を含む生活習慣などの影響等についての研究を支援し、得られた成果をい

かし更なる健康増進に資する施策の展開を図る。 

また、「健康づくりを楽しむ」機会を提供するため、高齢者の健康増進、若者の筋力アッ

プなど、「健康増進」をテーマにした、関西最大級となる健康遊具を配置する公園の整備を

進め、これを広く市内外にＰＲすることで、利用者増を図るとともに、健康に対する市民の

意識を醸成する。 

 

② 未来の高槻を支える豊富な人材を育てる教育先進都市を実現 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

4.1 

指標：全国学力状況調査における平均正答率 

現在（2015 年）： 

小学校 100.5  中学校 104.4 

（全国平均を 100 とした時） 

2021 年： 

小学校 105.0  中学校 105.0 

（全国平均を 100 とした時） 

これまで、全国に先駆け小学校全学年での 35 人学級編制の導入により、きめ細かな指

導を実現してきたが、学習効果を更に高めるため、教員の事務負担軽減のため校務支援
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システム、ＡＩの導入も含めた学習支援のためのツールを導入し、教員が子どもたちに向き

合う時間の一層の確保と先進的な学力向上支援を実現することにより、児童生徒の学力

向上を実現し、高槻の未来を支える子どもたちの成長を支援する。 

 

③ 先端企業や観光産業が集積する産業集積都市 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

8.3 

8.9 

 

9.2 

9.5 

指標：地域経済牽引企業の雇用増 

現在（2018 年）： 

0 人 

2021 年： 

150 人 

指標：創業支援事業計画に基づく創業者数 

現在 

250 件（2015～2017 年度累計） 

2021 年： 

490 件（2015～2021 年度累計） 

指標：企業誘致・定着制度の活用件数 

現在： 

29 件（2017 年度までの累計） 

2021 年： 

34 件（2021 年度までの累計） 

指標：観光入込客数 

現在（2017 年）： 

945,506 人 

2021 年： 

987,321 人 

名神・新名神高速道路の高槻インターチェンジ周辺において地権者が設立した土地区

画整理組合を支援し、企業が進出しやすい土地利用への誘導を図り、将来成長が期待で

きる分野の企業誘致に取り組む。地域の特性を活用した事業がもたらす経済的波及効果

に着目し、これの最大化を図るため、地域未来投資促進法に基づく基本計画を策定し、企

業の投資環境を充実させることで、環境配慮型の事業所の誘致を推進するなど、成長発

展の基盤を整える。 

また、高い立地ポテンシャルと全国に誇れる豊富な歴史資源を強みとして、体験交流型

観光「オープンたかつき」などの実施を通じて、観光産業の創出を図ることで、訪れたくなる

都市としてブランド化を目指す。 

 

④ 強靭で安心できるまち 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

13.1 

 

指標： マンホールトイレの新たな整備件数 

現在：2018 年 

0 か所 

2021 年： 

18 か所（年 6 か所整備） 
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※３ 姉妹友好都市：トゥーンバ市（オーストラリア）、マニラ市（フィリピン）、常州市（中華人民共和国） 

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

高槻市総合計画の策定に合わせて、まちづくりの目標とＳＤＧｓのゴール・ターゲットにお

ける位置付け・関係性の整理、本市の現状の姿を市民に示しながら将来のまちづくりを議

論する中で、ＳＤＧｓ推進と本市が特に力を入れるべき目標について市民理解を深め、ＳＤ

Ｇｓ推進に対する機運を醸成する。 

総合計画は、ほとんどの自治体で策定しており、計画策定においてＳＤＧｓとの一体的な

市民理解を得る取組は、他の自治体においても有効な取組といえる。 

 

 （自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

 
まちづくりの基本方針となる総合計画の策定において、本市におけるＳＤＧｓの考え方と

関連性を整理するとともに、シンポジウムの開催等を通じて普及展開を図るほか、「健康経

営」企業の認証制度の創設や観光事業の広域実施などの推進により、自治体ＳＤＧｓモデ

ル事業の普及展開を図る。 
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1.3 推進体制 

 

（１）各種計画への反映 

１．高槻市総合計画 

 平成 31 年度から策定に着手する第 6 次高槻市総合計画（平成 33 年度～）の策定に当た

り、同計画をＳＤＧｓとの整合を図る内容とすること、ＳＤＧｓの目標達成に向けた取組の推

進について盛り込むことも含め、議論していくこととする。 

 

２．高槻市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 平成 31 年度を目標年次とする同計画について、目標年次を延長し、引き続き取組を推進

するとともに、ＳＤＧｓの取組との関係性を分かりやすく示すため、施策についてＳＤＧｓの体

系に沿って整理することなどを検討する予定。 

 

３．高槻市環境基本計画
 

 環境の保全・創造についての基本理念を定めた環境基本条例に基づく施策を総合的、計

画的に推進するため、平成 29 年度から平成 33 年度を目標年次とする現行計画の次期計

画策定において、国のＳＤＧｓの動向を踏まえ、計画との関連など取扱いについて検討する

予定。 

 

４．高槻市産業振興ビジョン
 

 自立した都市経営を行うため、税収及び地域雇用の確保を図り、地域経済の発展に資す

ることを目的として策定し、目標年次を平成 32 年度とする同計画について、次期計画策定

において、国のＳＤＧｓの動向を踏まえ、計画との関連など取扱いについて検討する予定。 

 

５．高槻市観光振興計画
 

 平成 32 年度を目標年次とする本市の観光振興の基本となる考え方や取組方向を示した

同計画について、次期計画策定において、国のＳＤＧｓの動向を踏まえ、計画との関連など

取扱いについて検討する予定。 

 

（２）行政体内部の執行体制 

●高槻市総合計画策定委員会 

市長を委員長とし、副市長、各部局の長等を構成員とする同委員会において、ＳＤＧｓ

の目標達成に向けた取組の推進について検討を進める。 

●高槻市みらい創生会議

※１、２

 

市長を議長とし、副市長、各部局の長等を構成員する同会議において、ＳＤＧｓとの整

合を図りながら、長期的なまちづくりの方向性についての検討を進める。 
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※１ 同会議の設置目的：「高槻市の将来を見据えた都市経営の観点から、重要施策及びその他の重要事項に

ついて迅速かつ集中的に審議及び総合調整を行い、総合的かつ効率的な市政運営を図る」 

※２ 従来の総合計画の計画期間は 10 年間であるため、第 6 次計画の計画期間についても 10 年となることを

想定し、より長期的な視点に立ったまちづくりについて、同会議で検討を行う 

 

【庁内の推進体制】 

 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

１．域内外の主体 

●産業界との連携については、高槻商工会議所や高槻市観光協会等との緊密な連携を図

り、各種産業振興、観光振興施策を展開していく。 

また、本市が事務局となり「高槻市ものづくり企業交流会」では、業種別に 4 つのグルー

プ(機械・金属加工、電気・電子機器、樹脂加工、食品加工)にわかれ、情報交換会(参加企

業の PR、工場見学会)、課題検討会(企業の抱える課題を共有し、解決策を探る)、研修会

(外部講師を招き勉強会)等の活動に取り組んでおり、連携について検討していく。 

●大学との連携については、都市文化の振興やまちの活性化を図ることを目的に、市内に

立地する 5 大学と本市を構成員とする「高槻市学園まちづくり協議会」を設置し、協議・検討

を行っており、同協議会において検討していく。 

なお、教育分野において、市内に立地する大阪医科大学、大阪薬科大学、関西大学が

設置する「三大学医工薬連環科学教育研究機構」において、平成 21 年度から市内の小学

校での理科の出張授業や夏休みの自由研究に対する顕彰制度（コンテスト）を実施するな

ど、特に理科教育における分野で支援を得ている。 

また、健康分野においては、大阪医科大学が健康寿命の延伸に寄与する『少子高齢中

核都市を活性化する「高槻モデル」創出』に向けた事業に取り組んでおり、高槻商工会議

所、本市の三者が連携して研究に取り組んでいる

※１

。 

●市民との協働においては、例えば安全・安心の分野において、市民や地域コミュニティ、

 

 

連携・調整 

高槻市みらい創生会議 
高槻市の「みらい」を見据えた都

市経営を議論 

総合戦略部（事務局）
･･･取組の進捗確認

 

高槻市総合計画策定委員会 
「みらい」のまちづくりを具体化

する計画を策定 

各部局 

「みらい創生会議」「総合計画策定委員会」での議論・方針に基づく取組の推進 

ＳＤＧｓを踏まえた検討 
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各種団体などと連携し、自主防災組織の結成など市民の共助による防災の取組、PTA を

始めとした地域住民による通学路の点検や子どもの見守り運動など防犯の取組などを通

じ、市を挙げてソフト面の取組を推進するなど、市政全般において、市民の理解を得ながら

市民との協働によるまちづくりを推進しており、今後も協働した取組を展開していく。 

※１ 平成 29 年度私立大学研究ブランディング事業「オミックス医療に向けた口腔内細菌叢研究とライフコース

疫学研究融合による少子高齢中核市活性化モデル創出」 

 

２．国内の自治体 

 観光振興の取組など、広域で取り組むことにより地域全体で更なる効果が期待されると

考えられる項目については、近隣自治体との連携を図りながら、より成果が向上するよう取

組を推進する。 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

  安心と希望を次世代につなぐ「みらい創生」に向けた経営革新 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール 1、3、4、7、8、9、11、12、13、15 

 ターゲット 1.5、3.8、3.9、4.1、7.2、8.3、8.9、9.2、9.5、 

11.2、11.5、11.a、12.5、13.1、13.3、15.1 

          
  

（取組の概要） 

 今後到来する人口減少、超高齢社会を克服するため、産業（企業）、高等教育機関（大

学）、人生経験豊富な高齢者（市民）など、本市が有する資源を有機的につなぎ、「20 年、

30 年先を見据えた成長・発展の礎を築く」という共通の目標を達成するため、各主体の相

互理解のもと、一体的な取組を進め、高槻市の「みらい創生」を実現する。 

  

（２）三側面の取組 

 

① 経済面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

 

8.3 

8.9 

 

9.2 

9.5 

 

指標：地域経済牽引企業の雇用増 

現在（2018 年）： 

0 人 

2021 年： 

150 人 

指標：創業支援事業計画に基づく創業者数 

現在： 

250 件（2015～2017 年度累計） 

2021 年： 

490 件（2015～2021 年度累計） 

指標：企業誘致・定着制度の活用件数 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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11.2 

 

現在： 

29 件（2017 年度までの累計） 

2021 年： 

34 件（2021 年度までの累計） 

指標：観光入込客数 

現在（2017 年）： 

945,506 人 

2021 年： 

987,321 人 

①－１ 企業誘致の推進 

高槻インターチェンジ周辺において企業が進出しやすい土地利用を促進するとともに、

将来成長が期待できる分野での企業を市内に誘致し、成長発展の基盤を整える。また、地

域未来投資促進法に基づく基本計画を策定し、企業の投資環境を充実させることで、環境

配慮型の事業所の誘致を推進する。 

・高槻インターチェンジ周辺整備   ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 733,000 千円 

（成合土地区画整理組合補助） 

・企業立地促進奨励金制度      ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 610,000 千円 

 

①－２ シニア向け創業促進セミナーの実施 

豊かな人生経験を有する、概ね 50歳以上のシニア層の創業を支援するため、セミナー

の開催を通じ、創業者・創業希望者を対象とするたかつき創業塾（連続講座）への誘導を

行い、シニアの創業を促進する。 

・起業・創業の促進    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 16,000 千円 

 

①－３ 体験型観光の推進 

本市・高槻市観光協会・高槻商工会議所が主体となり、様々な産業の事業者や団体と

連携し、本市ならではの体験交流型観光プログラムを開発・提供することで、新たな都市

型の観光スタイルを生み出すとともに、市内の観光機運の醸成と産業振興を図る。 

・観光活性化（オープンたかつき）    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 87,000 千円 

 

①－４ 安満遺跡公園の運営 

 平成 31 年 3 月 23 日に一次開園する、日本を代表する弥生時代の集落遺跡である安満

遺跡公園について、指定管理者による質の高い効率的な管理運営を行う。 

・安満遺跡公園管理運営    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 132,000 千円 

 

①－５ 芥川山城跡史跡指定および周辺整備 

日本城郭協会の続日本百名城にも選定された、三好山の芥川山城跡を歴史と自然に触

れ合える本市の新たな観光資源として、国の史跡指定に向けた取組を進めるとともに、更

なる魅力向上に向けて、周辺地域も一体的に環境整備を進める。  

・文化財保護啓発事業    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 10,000 千円 

 

（事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額 ：1,588,000千円 
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② 社会面の取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5 

 

 

3.8 

 

 

4.1 

 

 

11.2 

11.5 

 

13.1 

13.3 

指標：健康寿命の延伸 

現在（2015 年）： 

大阪府内で男性２位、女性 1位 

※人口１３万人以上の市 

2021 年： 

大阪府内で男性１位、女性 1 位 

※人口１３万人以上の市 

現在（2015 年）： 

平均寿命 

男性 81.46 年、女性 87.92 年 

健康寿命 

男性 80.25 年、女性 84.93 年 

2030 年： 

平均寿命の増加分を上回る健

康寿命の増加 

指標：全国学力状況調査における平均正答率 

現在（2015 年）： 

小学校 100.5  中学校 104.4 

（全国平均を 100 とした時） 

2021 年： 

小学校 105.0  中学校 105.0 

（全国平均を 100 とした時） 

②－１ 健康長寿に向けた取組の推進 

健幸ポイント事業の拡充やますます元気体操の参加者の拡大に取り組み、高齢者の健

康づくりを推進する。 

・健幸ポイント事業の充実     ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 16,000 千円 

・介護予防事業の実施       ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 160,000 千円 

（ますます元気体操普及等） 

 

②－２ 産学官連携による健康寿命延伸に向けた調査・研究 

高槻商工会議所、大阪医科大学と連携し、市民参加型の研究を実施し、オーラルケア、

食習慣を含む生活習慣などの健康への影響を評価することで、今後の健康寿命の延伸に

向けた施策立案につなげる。 

・産学官連携による口腔保健の研究    

 

②－３ 健康づくりを楽しめる環境の整備 

日常的に体を動かす機会を提供するため、関西最大級の健康づくりを推進する公園の

整備に向けて取り組む。 

・関西最大級の健康づくり公園を整備  ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 161,000 千円 

 

②－４ 認知症対策の充実 

高齢者が、自分らしく充実した人生を送ることができる社会の実現を目的として、認知症

初期集中支援チームの活用や認知症サポーターの養成・活用、認知症に関わる医療・福

祉・介護の分野で活躍する専門職人材の更なる能力開発を進める。 

・認知症対策の推進    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 82,000 千円 
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②－５ がん対策の推進 

がんの早期発見・早期治療につなげるため、がん検診を自己負担無料にするなど、市

民のニーズに合った、受診しやすい環境整備を推進するとともに、個別勧奨通知を行うこと

で、検診受診率の向上を目指す。 

・がん検診無料実施    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 2,569,000 千円 

 

②－６ 市営バス高齢者無料乗車券の交付 

70歳以上の高齢者に対し、市営バス無料乗車券（ＩＣカード）を交付する。 

・高齢者市バス無料乗車制度    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 1,816,000 千円 

 

②－７ きめ細かい学習環境の提供（小学校全学年での３５人学級編制） 

基本的な学習習慣や生活習慣の確立に向けたきめ細かな指導を行うことを目的として、

引き続き３５人学級編制を、国・府で実施している小学校１・２年生に加えて、３年生から６

年生についても市独自の施策として実施する。 

・35 人学級編成の実施    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 114,000 千円 

 

②－８ 教育ネットワークの管理 

児童生徒の情報活用能力の育成等を目指し、授業等で利用する教育ネットワーク上のＩ

ＣＴ機器が常時安全に利用できるよう、適切に維持管理を行う。 

・コンピュータ教室運営    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 282,000 千円 

 

②－９ 英語教育の充実 

外国語指導助手（ＡＬＴ）を全中学校区に配置し、児童生徒に英語によるコミュニケーショ

ンの機会を提供する。また、英語教育支援員による巡回支援、学校教育専門員の巡回指

導を実施し小学校外国語活動の内容を充実させるとともに、教職員研修を充実し、教員の

英語指導力向上を図る。 

・英語教育充実    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 222,000 千円 

 

②－10 中学校給食の実施 

生徒に栄養バランスのとれた昼食を提供し、心身の健全な成長及び望ましい食習慣の

定着を図るため、中学校給食を実施する。 

・中学校給食実施    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 372,000 千円 

 

②－11 マンホールトイレの整備 

大規模災害時において、避難所生活者の心身の健康を確保するため、「災害用トイレ対

策基本方針」に基づき、指定避難所である学校にマンホールトイレの整備を行う。 

・マンホールトイレ整備    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 198,000 千円 

 

②－12 浸水被害軽減対策 

近年多発する集中豪雨等による浸水被害を軽減するため、総合雨水対策アクションプラ

ンに基づき、浸水被害軽減対策事業を推進する。 
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③－４ たかつき市民環境大学の開講 

高槻にある水やみどりなど豊かな自然環境を守り、次世代に引き継いでいくため、「高槻

を学ぶ 高槻で生きる 高槻を活かす」をテーマに、講義や野外実習を行う「たかつき市民

環境大学」を引き続き開講し、環境保全活動の担い手を育成する。 

・環境協働事業    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 8,000 千円 

 

③－５ 企業の操業環境改善の支援 

住工が混在する地域において、市民が良好な環境で生活でき、事業者が周辺と調和し

た良好な操業環境を維持できるよう、騒音・振動・臭気を防止する設備の新規導入又は改

修等を実施する事業所に対し、費用の一部を補助する。 

・企業定着促進補助制度    ※事業費 ： 3 年間（2019 年度から 2021 年度）総額： 45,000 千円 

 

（事業費） 

 3 年間（2019～2021 年）総額 ： 763,000千円 
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事業の実施に当たっては、それぞれのステークホルダーの具体的な参加行動を促す事

業を中心に実施することで、取組の効果を高めていくこととする。 

 

（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

（経済→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：新エネルギーの導入 

現在（2010 年）： 

創エネ、省エネによる電力消費量 2％ 

2021 年： 

創エネ、省エネによる電力消費量 25％ 

広域も含めた観光の展開により、自然や産業をテーマにしたメニューが一層増えること

で、観光資源を中心として保全に対する意識が高まり、市民の環境の取組が促進され、市

域において省エネ・創エネの取組が促進される。 

また、ＳＤＧｓシンポジウムを通じ、健康経営や環境に関する啓発を行うことで、環境に配

慮した企業の立地が促進され、良好な環境の創出に寄与する。 

 

（環境→経済） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：地域経済牽引企業の雇用増 

現在（2018 年）： 

0 人 

2021 年： 

150 人 

指標：創業支援事業計画に基づく創業者数 

現在 

250 件（2015～2017 年度累計） 

2021 年： 

490 件（2015～2021 年度累計） 

指標：企業誘致・定着制度の活用件数 

現在： 

29 件（2017 年度までの累計） 

2021 年： 

34 件（2021 年度までの累計） 

指標：観光入込客数 

現在（2017 年）： 

945,506 人 

2021 年： 

987,321 人 

市民・企業を巻き込んだＳＤＧｓ等の各種啓発により、市民の環境に対する関心が高ま

ることで、既存の市内企業においても、環境へ配慮した操業環境への改善意識が醸成さ

れ、近隣住民への配慮のため騒音・振動・臭気を防止する設備の新規導入又は改修等が

促進され、操業環境の改善を促進することで、企業定着が図られ、市内産業の衰退を抑制

する。 
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（３－２－２）経済⇔社会 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：健康寿命の延伸 

現在（2015 年）： 

大阪府内で男性２位、女性 1 位 ※人口

１３万人以上の市 

2021 年： 

大阪府内で男性１位、女性 1 位 

※人口１３万人以上の市 

現在（2015 年）： 

平均寿命 

男性 81.46 年、女性 87.92 年 

健康寿命 

男性 80.25 年、女性 84.93 年 

2021 年： 

平均寿命の増加分を上回る健康寿命の

増加 

指標：全国学力状況調査における平均正答率 

現在（2015 年）： 

小学校 100.5  中学校 104.4 

（全国平均を 100 とした時） 

2021 年： 

小学校 105.0  中学校 105.0 

（全国平均を 100 とした時） 

市域内に健康経営を理念とする企業が増加し、従業員のより働きやすい環境が創出さ

れることで、働く市民がワークライフバランスの取れた生活を送ることができるようになり、

コミュニティ活動を始めとした市民参加に対する意欲の向上につながる。 

企業誘致の取組により事業所の新増設により、従業者が増加することで、生産年齢世

代を中心として定住人口の増加につながり、市域の活性化につながる。 

観光の取組の推進により、市外から本市の観光資源に注目が集まることで、市民にとっ

ても本市の歴史遺産を中心とした観光資源に対する関心と愛着が高まり、市内の活性化

につながる。 

 

（社会→経済） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：地域経済牽引企業の雇用増 

現在（2018 年）： 

0 人 

2021 年： 

150 人 

指標：創業支援事業計画に基づく創業者数 

現在： 

250 件（2015～2017 年度累計） 

2021 年： 

490 件（2015～2021 年度累計） 

指標：企業誘致・定着制度の活用件数 

現在： 

29 件（2017 年度までの累計） 

2021 年： 

34 件（2021 年度までの累計） 
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指標：観光入込客数 

現在（2017 年）： 

945,506 人 

2021 年： 

987,321 人 

健康経営に取り組む企業に対する認証制度の創設により、市内企業において従業員が

いきいきと働ける環境が実現することで、企業の生産性が高まり、産業の活性化につなが

る。 

ますます元気体操に取り組む市民が増えることで、健康な高齢者の割合が増加し、地域

コミュニティが一層活性化することで、市民の3割を占める高齢者の購買意欲が喚起され、

市内経済の活性化に資する。 

産学官による健康寿命延伸に向けた研究を進めることで、これらの調査研究をもとに、

市内企業による新製品の研究・開発が進められ、健康関連産業の成長が促進される。 

 

（３－２－３）社会⇔環境 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：新エネルギーの導入 

現在（2010 年）： 

創エネ、省エネによる電力消費量 2％ 

2021 年： 

創エネ、省エネによる電力消費量 25％ 

 健康増進の取組を推進し、健康寿命の延伸、高齢者の社会参加が促進されることによ

り、自然環境保全活動等の環境に関する市民活動に参画する機会が増え、環境の取組が

活性化する。 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：健康寿命の延伸 

現在（2015 年）： 

大阪府内で男性２位、女性 1 位 

※人口１３万人以上の市 

2021 年： 

大阪府内で男性１位、女性 1 位 

※人口１３万人以上の市 

現在（2015 年）： 

平均寿命 

男性 81.46 年、女性 87.92 年 

健康寿命 

男性 80.25 年、女性 84.93 年 

2021 年： 

平均寿命の増加分を上回る健康寿命の

増加 
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（７）スケジュール 

 

   



2019 年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名： 安心と希望を次世代につなぐ「みらい創生」に向けた経営革新 提案者名：大阪府高槻市 

取組内容の概要 

 

 

 

 

 

●成長が期待される環境配慮型企業誘致の推進 

・新名神ＩＣ周辺の産業系土地利用の推進 

・地域未来投資促進法に基づく投資環境の促進
 

・企業立地促進制度に基づく奨励金の交付 

●高齢者の社会参加の促進シニア向け創業促進

セミナーの開催 

●歴史・自然等をいかした観光の推進、資源開発
 

・安満遺跡公園の開園、芥川山城の史跡化検討 

・産業観光の展開
 

 

●河川・山林の自然環境保全活動 

●省エネ・創エネの推進 

・ごみ焼却における高効率発電の推進 

・ＥＳＣＯ事業導入による市役所庁舎の

省エネ化の推進 

●たかつき市民環境大学 

●企業の操業環境支援 

  ・騒音・臭気等の防止設備の設置支援 

経済 

社会 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

●高齢者の健康づくり施策の更なる展開 

・ますます元気体操、健幸ポイント事業の展開
 

●産学官連携による健康寿命延伸に向けた調

査・研究 

●若い世代が住みやすいまちづくり 

・子育て・教育環境の充実 

●災害に強い強靭なまちづくりの推進 

・迅速かつ計画的な災害対策 

・地域住民による共助意識の向上 

環境 

【課題】 

・新名神ＪＣＴ・ＩＣ開通など交通利便性

の飛躍を契機とした産業活性化 

（企業集積・観光産業の創出） 

・高齢者の有する経験・ノウハウの還元 

 

＜目的＞人口減少・超高齢社会を克服するため、市民、企業、大学等、本市が有する知的資源の有機的な連携により、２０年、３０年先を見据えた成

長、発展の礎を築く 

【課題】 

・次世代に良好な環境を引き継げる持続可

能な社会の実現 

・企業の労働生産性の向上 

・高齢者の社会参加による経済活性化 

・シニア世代の環境活動への参画 

・住みやすいまちの実現 

・市民活動の活性化 

【課題】 

・高齢化を克服する健康長寿のまちの実現 

・あらゆる災害に強い強靭なまちづくり 

・地域コミュニティの活性化 

・環境配慮型企業の立地促進 

・観光資源の保全意識の醸成 

・ワークライフバランスの充実 

・生産年齢世代の流入 

経済成長 

雇用 

高齢者活躍
 

エネルギー
 

自然保護
 

・環境に配慮した企業活動の展開 

健康 

子育て・教育
 

防災 

モデル事業 

●ＳＤＧｓをベースとした総合計画の策定 

●みらい創生ＳＤＧｓシンポジウムの開催 

●健康経営企業の拡大 

●エコツーリズム・産業観光の推進 

 

  
 

ＳＤＧｓ「みらい創生」都市モデル事業 
～ たかつきサスティナビリティ社会の構築 ～ 

 




